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日本と中国の PM2.5の性状と関東地域の越境大気汚染の影響

米 持 真 一

埼玉県環境科学国際センター
(〒 347-0115 埼玉県加須市上種足 914 E-mail : yonemochi. shinichi@pref. saitama. jp. jp)

概 要

2013 年 1 月，中国広域で発生した PM2.5 の高濃度汚染を機に，日本国内でも PM2.5 への関心が急

速に高まった。我々は埼玉県加須市で 2000 年から PM2.5 の化学成分を含めた通年観測を行ってきた

が，従来の大気汚染対策の効果として，PM2.5 濃度は微減傾向が見られる。

高濃度汚染発生時に，中国国内で採取した PM2.5 の化学成分分析の結果，石炭に由来する成分が

特徴的であった。一方，同時期に埼玉県加須市で採取した PM2.5 には大きな変化は見られず，メ

ディア等の報道とリンクはしていなかった。PM2.5 汚染の正確な把握と濃度の一層の低減には，化

学組成情報が不可欠である。
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1．は じ め に

2013 年 1 月，中国広域で PM2.5 高濃度汚染が発生

した。北京市内の米国大使館による測定値は 850

µg/m3 を超え，これがメディアを通じて世界中に発

信されたことから，日本国内でも大きく報じられた。

その後，北西風によって中国の PM2.5 が日本に運ば

れてくるとの懸念が高まり，いわゆる越境大気汚染に

対する関心が高まった。当時は，いささか過熱気味の

報道により，多くの日本国民が，“PM2.5 は中国から

飛来する得体の知れない有害物質”という誤ったイ

メージを持ったと考えられる。

PM2.5 は 1997 年に米国で初めて大気環境基準が設

定され，日本でも 2009 年に環境省により環境基準値

が設定されたが，当時は国民に広く知られることは無

かった。埼玉県環境科学国際センターでは，2000 年

の設立当初から，PM2.5 の週単位の捕集を開始し，年

間を通して，その主要化学成分の分析も継続してき

た1)。また，2009 年からは，これに 1日単位の捕集を

加えた 2台の体制で通年観測を継続している2)。

更に同年から中国の研究機関と共同研究を開始し，

2013 年 1 月に発生した PM2.5 高濃度汚染時にも上海

市内，北京市内で日本国内との同時観測を実施してい

た。本稿では，これらの観測データを基に，日本と中

国の PM2.5 について成分を含めて解説したい。

2．長期観測から見た化学組成の変化

2. 1 観測地点と分析方法

環境科学国際センターは都心郊外の埼玉県加須市

に位置する (Fig. 1)。周囲を田園に囲まれ，近傍に

大規模な発生源は無い。PM2.5 採取装置は，Partisol

Plus 2025 (Thermo Scientific) を用い，1週間単位の

捕集では石英フィルター上に，1 日単位の捕集では

PTFEフィルター上に PM2.5 を捕集した。

捕集前と捕集後にフィルターを恒温恒湿室で 24 時

間以上静値したのち，秤量精度 1 μg の精密電子天秤

を用いて重量を測り，その差から PM2.5 質量濃度を求

めた。

水溶性無機イオンは，フィルターの 1/4 を用いて超
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Fig. 1 Location of observation site (Center for
Environmental Science in Saitama, CESS)



純水中で超音波抽出を行い，イオンクロマトグラフ法

で測定した。有機炭素 (OC) と元素状炭素 (EC)は同

じく 1/4 を用い CHNコーダーにより熱分離法で測定

した。PM2.5 の成分測定マニュアル3)では，加熱中に

一部が炭化して ECとして分析されるOCを，光学的

に補正する熱光学式炭素分析装置を用いることとなっ

ているが，本観測では 15 年前から CHN コーダーを

用いてきたことから，同じ手法で分析を行っている。

2. 2 経年変化と特徴

Fig. 2は 2000 年 9 月から実施してきた 1 週間単位

の PM2.5 質量濃度の推移を示したものである。通年で

試料が得られた 2001 年度は 23.2 μg/m3 であったが，

2012 年度は 16 μg/m3 と 11 年間で 7 μg/m3 低下した

ことになる。

2009 年から実施してきた 1 日単位の PM2.5 の捕集

から得た質量濃度のうち，短期基準値である 35 μg/

m3 を超過した日数と注意喚起のための暫定的な指針

値4)である 70 μg/m3 を超過した日数を Fig. 3に示し

た。

35 μg/m3 超過日数は年々減少しており，総体とし

て改善傾向にあると考えられる。また，35 μg/m3 超

過日は，10 月〜3月に集中しており，環境基準達成に

は，この期間の濃度を低下させる必要がある。2011

年 2 月，11 月には全国的な高濃度現象が見られ，こ

の要因について解析を行った事例から，越境大気汚染

と地域汚染が混在し，高濃度が発生したと推察されて

いる5,6)。なお，2013 年は過去 5 年間では見られな

かった夏季に高濃度が連続する事例が見られた。

Fig. 4 に 1 週間単位で通年観測を継続してきた

PM2.5 の主要成分濃度の経年推移を示した。PM2.5 は

塩化物イオン (Cl−)，硝酸イオン (NO3−)，硫酸イオ

ン (SO42−)，有機炭素 (OC) 及び元素状炭素 (EC) の

5 成分で約 7〜8 割程度を占めるが，Cl−，NO3−，EC

には明瞭な濃度低下傾向が見られる。Cl−は主に焼却

炉から発生する HCl に由来する成分と考えられるが，

1990 年代後半に発生したダイオキシン問題をきっか

けとする焼却炉規制の効果と考えられる。NO3−は窒

素酸化物 (NOx) が前駆物質であるが，これは従来か

ら進められてきた移動発生源，固定発生源対策の効果

と考えられる。EC についても同様に移動発生源対策，
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Fig. 3 Number of days that daily mean concentration exceeded the
24 hour standard of 35 μg/m3. Black bar in figures de-
scribes number of days that those exceeded 70 μg/m3 of
advisory level. Asterisk describes the month that less than
20 daysFig. 2 Trend of PM2.5 mass concentration at CESS

Fig. 4 Trends of major chemical components of PM2.5



特に自動車 NOx・PM 法や 2003 年 10 月から開始さ

れた七都県市 (その後，八都県市) によるディーゼル

車運行規制等の効果によるものと考えられる。

3．2013年 1月の中国における高濃度汚染7)

3. 1 PM2.5質量濃度

我々は 2009 年より中国の大学等の研究機関と大気

エアロゾルの共同研究を行ってきたが，2013 年 1 月

には北京市内で現地研究者の協力の下に PM2.5，PM1

の同時採取を実施していた。試料採取はマルチノ

ズル・カスケードインパクター (MCI) サンプラー

を用いた。北京市内の米国大使館では，以前より独自

に PM2.5 の測定を行っており，PM2.5 の 1 時間値を

twitter 上で公開していたが，1 月 12 日夜間に測定値

が 900 μg/m3 近い値まで上昇したため，メディアを

通じて世界中に報道された。Fig. 5は 2013 年 1 月の

PM2.5 の 1 時間測定値の推移である。1月 10 日夕方か

ら 300 μg/m3 を超える高い濃度で推移していたが，

12 日夕方から急激に上昇し，20 時に 886 μg/m3 に達

した。夜間も 800 μg/m3 前後の状態が続いた。Fig. 5

に，我々の観測期間も示した。1月 9日〜23 日を 6回

に分け，フィルター上に PM2.5 及び PM1 を採取した。

前述の高濃度は期間②に見られた。

Fig. 6 は採取した試料から得た PM2.5 及び PM1 質

量濃度と，米国大使館の測定値を試料採取期間に合わ

せて整理したものである。期間②を除き，概ね整合

していた。1 月 12 日を含む期間②の PM2.5 の濃度差

がやや大きいのは，フィルターの目詰まりによるポン

プ停止により採取時間が若干異なったためである。

期間②〜⑥では PM1/PM2.5 が 0.95 を超えており，

PM2.5 のほとんどが PM1 (粒径 1 μm 以下) として存

在したことが分かった。

3. 2 化学成分の特徴

PM2.5 は PTFE フィルターのみで採取したため，炭

素成分の分析はしていないが，水溶性無機イオン 8成

分，金属元素成分 57 成分の分析を行った。水溶性無

機イオンは，期間②の SO42− と NO3− 濃度が特に高

かった。NO3−は燃焼に伴い発生する NOx から生成

し，SO42−は硫黄分を含む燃料の燃焼に伴い発生する

SO2 が主な前駆物質と考えられる。SO42−/NO3−は燃

焼に占める硫黄分を含む燃料の燃焼の比率を示してい

るが，期間②はこの比率が特に高かった (Fig. 7)。

金属元素成分は，試料に硝酸，フッ化水素酸，過酸

化水素水を加えた後に，マイクロウェーブ試料前処理

装置を用いて高温高圧で分解し，誘導結合プラズマ質

量分析 (ICP/MS) 法によって測定した。Table 1に，

日本で有害大気汚染物質優先取組物質として挙げられ

ている 9元素の北京市における 2週間平均濃度と最高

濃度を，比較として同期間の埼玉県加須市の平均濃度

と，北京市/加須市を示した。北京市の最高濃度は期

間②のものである。北京市の PM2.5 濃度は加須市の

14 倍であったが，ベリリウム (Be)，クロム (Cr)，
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Fig. 5 Variation of PM2.5 measured by U. S. Embassy in Beijing in
January, 2013. Dotted lines described weekend

Fig. 6 Comparison of PM2.5 measured by U. S. Embassy with those
by our research in Beijing ＊ No data

Table 1 Comparison of elements between Beijing and Kazo in
January, 2013

Beijing Kazo Beijing

Average Max. Ave. Kazo

PM2.5 201 364 14.7 14

Be 0.19 0.24 0.015 13

V 4.7 8 1.6 3

Cr 10 17 1 10

Mn 97 170 6.8 14

Ni 11 19 1.1 10

Zn 570 1300 41 14

As 33 78 0.66 50

Cd 6.5 15 0.24 27

Pb 390 970 8.6 45

Unit : PM2.5 (μg/m3)，metals (ng/m3)

Fig. 7 Variation of sulfate ion and ratio of SO42− to NO3−



マンガン (Mn)，ニッケル (Ni)，亜鉛 (Zn) も 10 倍

〜14 倍とほぼ同レベルであった。

これに対して，ヒ素 (As)，カドミウム (Cd)，鉛

(Pb) は 27 倍〜50 倍に達していた。これらの重金属

元素は，石炭中に豊富に含まれる成分であり，SO42−

とともに石炭燃焼の影響が強く示唆される。

1 月 12 日〜13 日は週末であり。北京市内の気温は

氷点下で推移していた。このため暖房等に用いられた

石炭燃焼の影響がその要因の一つと考えられる。

4．関東地域への影響

越境大気汚染を評価するにあたり，1 日単位で採

取した 2013 年 1 月〜3 月の PM2.5 を対象に主要成分

を調べた。Fig. 8 に 2011 年〜2013 年のそれぞれ 1

月〜3 月に 1 日単位で採取したフィルターから得た

PM2.5 濃度と PM2.5 中の SO42− 濃度の変化を示した。

図中の矢印はメディア等で PM2.5 の越境大気汚染が話

題となった期間 (2013 年 1 月 31 日〜2 月 2 日前後，

期間 a)，西日本に黄砂が飛来した期間 (3 月 5 日〜8

日前後，期間 b)，関東の広域で大規模な煙霧が観測

された 3 月 10 日 (期間 c) を示している。期間 a の

PM2.5 濃度は，最高で 37 μg/m3 であり，短期基準値

35 μg/m3 を僅かに超えたレベルであった。この濃度

レベルは過去 2年と比べても特筆すべき高濃度では無

かった。

一方，西日本に比較的規模の大きな黄砂が飛来した

期間 b は，加須でも 3 月 7 日に 43 μg/m3 まで上昇し，

最も高い濃度となった。SO42−の上昇は更に顕著であ

り期間 aは 3.1 μg/m3 であったのに対して，期間 bは

13.4 μg/m3 となった。この期間は関東地方への黄砂

飛来の発表は無かったものの，PM2.5 中のカルシウム

イオン (Ca2+)，マグネシウムイオン (Mg2+) にも顕

著な濃度上昇が見られたことから，黄砂が飛来したこ

とが推察される。煙霧の見られた期間 cは PM2.5 濃度

の上昇はほとんど見られず，いわゆる粗大粒子の舞い

上がりであったと考えられる。

ある地点の気塊の起源を推定する手法に流跡線解析

がある。Fig. 9に，加須市の上空 3000 m を起点とし

た期間 a および期間 b の後方流跡線を示した。流跡

線は 72 時間前まで計算したものである。期間 a, b と

もに中国東北部を経由した流跡線が描かれており，い

わゆる越境大気汚染現象が起きていたことが分かる。

特に期間 bは，数千 km離れた中国の奥地からの気塊

の飛来が描かれていることから，黄砂飛来が強く示唆

された。しかしながら，前述のとおり，期間 a, b の濃

度レベルは特別に高いものでは無かった。

5．現在の取組

PM2.5 の発生源は多岐にわたり，越境大気汚染はそ
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Fig. 9 Backward trajectory analysis on the period a and b calculated by HYSPLIT
Model supported by NOAA

Fig. 8 Variation of PM2.5 mass concentration and sulfate ion
(SO42−) during January to March in 2011-2013 at Kazo



の一つとして捉える必要がある。近年の中国の経済・

産業の発展は目覚ましく，汚染物質排出量が増加して

いると思われる反面，発生源対策も強化されている。

対策の効果を知るためには，PM2.5 の濃度だけで無く，

継続的な化学成分の把握が不可欠である。これは日本

国内でも同様である。我々は，最新の組成情報を共有

するために，2013 年から，中国，韓国の研究機関と

PM2.5 の同時観測を夏季と冬季に行っている8)。

また，日本国内では従来の発生源対策が奏功してい

る反面，これまであまり関心が持たれて来なかった発

生源の影響が相対的に顕在化してきている。その一つ

に農村地帯で主に収穫期以降に見られる，枯れ草等の

バイオマスの屋外焼却が挙げられる。遠方より飛来す

る PM2.5 だけに目を奪われること無く，まだまだ多い

身近な発生源にも十分に留意することが，PM2.5 濃度

の一層の低減には不可欠である。
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